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＠東京高裁に証人尋問と現場検証を求める集会



力不足だった４つの事故調

「福島第一原発事故と 4 つの事故調査委員会」
国会図書館 調査と情報 ７５６号 ２０１２年８月



政府事故調（畑村委員会）
2011年5月24日閣議決定
2011年12月26日中間報告
2012年7月23日最終報告
委員長 畑村洋太郎 委員 尾池和夫・前京都大
学総長、柳田邦男・作家、吉岡斉・九州大学副学
長ら
技術顧問 安部誠治・関西大教授
事務局専門家（政策・技術調査参事）
矢守克也・京都大教授



「役人に甘い」政府事故調

l 「他の政府審議会と同様、役人主導。事務局が
用意した文案にもとづいて検討する。委員の意
見は反映されたり、されなかったり」

l 「役人への甘さ、霞ヶ関官僚の批判は何も書か
れていない。政治家に対しては甘くない。国家
公務員に対して甘い」

（吉岡斉・シンポ「福島原発で何が起きたかー安全神
話の崩壊」2012年8月30日での発言）



政府事故調最終 2012年7月
東京電力の津波対策の経緯等を追ってみる
と、同社には原発プラントに致命的な打撃
を与えるおそれのある大津波に対する緊迫
感と想像力が欠けていたと言わざるを得な
い。そして、そのことが深刻な原発事故を
生じさせ、また、被害の拡大を防ぐ対策が
不十分であったことの重要な背景要因の一
つであったと言えるであろう
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国会事故調（黒川事故調）

委員長 黒川清
委員 野村修也・中央大教授 弁護士

田中三彦・科学ジャーナリスト
大島賢三・元国連大使
崎山比早子・元放医研主任研究官
櫻井正史・元名古屋高検検事長
田中耕一・島津製作所フェロー
蜂須賀禮子・福島県大熊町商工会長
横山禎徳・東大EMP企画・推進責任者
石橋克彦・神戸大名誉教授



国会事故調 2012年7月
福島第一原発は40 年以上前の地震学の知識
に基づいて建設された。その後の研究の進
歩によって、建設時の想定を超える津波が
起きる可能性が高いことや、その場合すぐ
に炉心損傷に至る脆弱性を持つことが、繰
り返し指摘されていた。しかし、東電はこ
の危険性を軽視し、安全裕度のない不十分
な対策にとどめていた
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裁判で続く事実解明
• 損害賠償請求訴訟
東電や国を訴えた集団訴訟は全国で約30あり、
原告1万2000人以上。個人レベルでの訴訟を含め
ると約400件。
• 株主代表訴訟
東電の株主が、取締役の責任を追及している。

• 刑事裁判
勝俣恒久元会長、武黒一郎、武藤栄元副社長の3
人が業務上過失致死傷罪で強制起訴され、2016年
6月から裁判が続いている。2019年9月19日判決



国は高裁で
１勝３敗

福島⺠友 2021年12⽉11⽇



もしも刑事裁判が無かったら…
2011年3月 原発事故（事件）の発生

12月 政府事故調が中間報告書を公表
2012年7月 政府事故調、国会事故調が最終報告書

6月 福島原発告訴団が東電幹部や政府関係者を告訴
2013年9月 東京地検は東電や政府関係者を全員不起訴に
2014年7月 東京第五検察審査会は「起訴相当」
2015年1月 東京地検は再び全員不起訴に

７月 東京第五検察審査会が2度目の「起訴相当」決議。強制起訴決まる
2017年3月 民事の集団訴訟で、初めて国の責任認める判決

6月 刑事裁判　初公判
2019年9月 刑事裁判　東京地裁無罪判決
2020年9月

2021年11月 刑事裁判　控訴審始まる

集団訴訟　仙台高裁は国の責任認める　東電については「原子力事
業者としては、あるまじきもの（あってはならないもの）」



政府事故調

裁判の証拠
（主に刑事裁判から）

国会事故調
持っている
証拠の文書
（イメージ）



東北電力
女川

東京電力
福島第一

日本原子力発電
東海第二

日本原子力研究開発機構
研究炉（JRR3）
東海再処理施設

東電以外は、津波対策を進めた
貞観地震を想定

長期評価（津波地震）を想定
建屋への浸水対策

長期評価（津波地震）
を想定

長期評価（津波地震）15.7m  2008年
貞観地震 約９m 2008年



東北電力と国は貞観津波を想定
東海第二は津波地震を想定、対策

津波堆積物の調査が
2005年以降、急速に
進んだ。
東北電力やJNES
（2014年に原子力規
制庁と統合）は、福島
沖の大津波を予測して
いた。



担当社員は
「津波対策不可避」で一致

勝俣恒久・会長

武黒一郎・副社長
原子力・立地本部長

武藤栄・常務
原子力・立地本部・副本部長

吉田昌郎・原子力設備管理部長
（2013年死去）

山下和彦・原子力設備管理部
新潟県中越沖地震対策センター所長

酒井俊朗・原子力設備部
土木調査グループGM

高尾誠・土木調査グループ課長

金戸俊道・土木調査グループ主任

肩書きは2008年7⽉当時

担当社員は、2008年7
月時点で「15.7m対策は
不可避」と考えていた。
しかし、経営幹部は、柏
崎刈羽原発が全機停止し
ているので、福島第一を
止めるわけにはいかない
と考えた。事故リスク回
避より、経営リスク回避
を優先した。

東
電
の
指
揮
命
令
系
統



武藤氏、専門家への根回しを指示
• 津波対策の進行をストップ
• 土木学会で時間をかけて（2012年まで）審議し
てもらう。4年、時間が稼げる。
• 耐震バックチェックは、土木学会手法（2002）
で実施。波源の見直しは、土木学会の審議を終
えてから改めてやる。
→「2006年から3年以内」とされたバック
チェックの骨抜き
• その方針を、耐震バックチェックの審議をして
いる専門家に了承してもらうよう、根回しする。

撮影・⽊野⿓逸



「それまでの状況から、予想していな
かった結論に力が抜けた。（会合の）
残り数分の部分は覚えていない」

東電土木調査グループ 高尾誠氏の証言
2018年4月10日 第5回公判

高尾「力が抜けた」



法務省の開⽰⽂書
法務省訴⺠第513号
https://database.level7o
nline.jp/items/show/56



• 酒井⽒が社内の関係者20数⼈に送ったメール。
「NG」＝no good 具合や都合の悪いこと



• 酒井宇治が、機電Gの
⻑澤、⼭下、⾼尾、⾦
⼾⽒らに送ったメール



⾼尾⽒が、今村・東北⼤
教授に相談した結果を、
社内の10数⼈に送った
メール



酒井⽒が、⽇本原
電（東海第⼆）や、
東北電⼒（⼥川）
の担当者、社内や
電事連の関係者に
送ったメール。



⾼尾⽒が、酒井、⾦⼾両⽒ら社内６⼈に送ったメール



⾼尾⽒への酒井⽒からの返信。CCに社内４⼈。



酒井⽒が⾼尾、⾦⼾両⽒に送ったメール



• 酒井⽒が、⾦⼾、⾼尾両⽒と、社内のもう⼀⼈に送ったメール



東北電⼒の担当者が、東電・⾼尾⽒に送ったメール
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「津波、地震の関係者にはネゴ
していたが、地質の岡村さんか
らのコメントが出た」
タイトル「合同WG（福島＋日本原燃）の状況」。 2009
年6月24日、開示文書p.13
この日、バックチェック中間報告を審査する専門家会合が
保安院で開かれ、その席で産業技術総合研究所活断層・地
震研究センターの岡村行信センター長は、東電のバック
チェック中間報告（2008年3月）で貞観地震の想定が不十
分だと厳しく何度も指摘した。その状況を、東電の酒井氏
が武黒・東電副社長、武藤常務や、バックチェックにかか
わる社内の関係者約20人に説明したメール
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2022年は司法判断の山場
•株主代表訴訟 判決 7月
•国の責任を問う訴訟 最高裁の判断
•刑事裁判の控訴審第2回公判 2月
さらなる事実解明が期待できるのは、刑事裁
判だけ。裁判官による現場検証と、証人尋問
を！
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文書の開示に係る費用と、データベースhttps://database.level7online.jp/
の作成には、高木仁三郎市民科学基金からの助成を受けたほか、みなさまか
らレベル７にいただいた寄付を使っています。


